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（参考）経済産業省総合庁舎で使用する電気の調達(2019年度分)

（入札情報）
2018年12月20日付けにて下記URLに掲載。
https://www.geps.go.jp/biz-
contract/UKB06/OKB06 M01 B01.do?PRM=rN5mmNt8u0PO%
2FCiIAhPJb6XBhin%2BaqGp7xu5u7Vlnk4%3D

 経済産業省においては、昨年度に引き続き、予算執行上の予見性を高める等の総合的な
観点から、燃料費調整を前提としない固定単価による電気の調達公募情報を公開中。

 具体的には、燃料価格変動分を織り込んだ料金単価に基づく入札としており、予定使用
電力量から算出される総額による最低価格落札方式を採用。

2019年4月分 632,872 2019年10月分 698,392

2019年5月分 701,091 2019年11月分 613,829

2019年6月分 793,315 2019年12月分 649,395

2019年7月分 918,091 2020年1月分 653,128

2019年8月分 938,637 2020年2月分 627,269

2019年9月分 802,251 2020年3月分 662,312

計 8,690,582

2019年2月12日（火）
17時00分

省ＣＯ２化の要素を考慮する観点
による基準に基づき算定した点数
等(適合証明書)の提出期限

2019年2月25日（月）
17時00分

入札書の提出期限

2019年2月26日（火）
11時00分

開札

2019年4月1日（月） 契約

◇月別予定使用電力量

◇今後の予定◇入札条件概要
●常時電力 2,600kW
●予備電力 2,600kW
●予定使用電力量 8,690,582kWh（負荷率：38.2％）

（単位：kWh）



（参考）電気事業便覧の発行
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 「電気事業便覧」は、2016年版までは電気事業連合会が編集し、大手電力の情報を中心に掲
載していたが、2016年4月の小売全面自由化によって参入者数が大幅に増えたことから、2017年
版以降は国が編集することとしている。

 2018年版は、主に2017年度の実績を掲載し、今年度内に発行する予定。

Ⅰ 電気事業 ： 電力システム改革の進捗状況など。

2018年版電気事業便覧の主な掲載内容

Ⅱ 電力需給 ： 発電実績、需要実績、需給バランスの見通し、燃料実績など。

Ⅲ 電力供給設備 ： 発電設備、地域間連系線の概要、スマートメーター設置状況など。

Ⅳ 電気料金・市場 ： 経過措置料金単価、託送料金、市場取引量・市場価格など。

Ⅴ 経理・財務 ： 部門別収支、託送収支、設備資金実績など。

Ⅵ 海外事情 ： 主要各国の電気料金水準、電気事業制度、エネルギー需給バランスなど。

Ⅶ その他 ： 電気事業年表、電気事業用語、事故データなど。

電気事業便覧

2018年版

経済産業省資源エネルギー庁・
電力・ガス取引監視等委員会 編

追加内容：
供給区域別契約口数及び販売電力量、 FIT認定・導入状況、常時バックアップや部分供給の状況 他



2. ガス小売全面自由化の進捗状況について



 経済産業省では、2016年8月1日から小売の事前登録申請を受け付け、これまで、66
社が登録済。このうち、今回の自由化を機に、越境販売を含め、新たに一般家庭へ供
給（予定を含む）しているのは、26社。（2019年2月4日時点）

自由化後の小売事業者の登録状況

・河原実業 ※１

・レモンガス ※１

・サイサン ※１

・イワタニ長野
・赤間商会
・ガスパル ※１

・クリーンガス金沢
・有限会社ファミリーガス
・有限会社神崎ガス工業
・エネックス ※１

・三ツ輪商会

ＬＰガス事業者（11社）

・朝日ガスエナジー
・岩谷産業
・三菱ケミカル
・テツゲン
・仙台プロパン
・ネクストエネルギー
・上越エネルギーサービス
・東京ガスエンジニアリングソリューションズ
・北陸天然瓦斯興業
・合同資源
・鈴与商事
・鈴興
・富山グリーンフードリサイクル
・甲賀エナジー
・近畿エア・ウォーター
・小倉興産エネルギー
・熊本みらいエル・エヌ・ジー
・新日鐵住金
・プログレッシブエナジー
・りゅうせき

旧大口ガス事業者※２（20社）
・ＪＸＴＧエネルギー ※１
・石油資源開発
・国際石油開発帝石
・三愛石油
・南遠州パイプライン
・エア・ウォーター
・東北天然ガス
・エネロップ
・筑後ガス圧送

旧ガス導管事業者※３（9社）

・東京ガス ※１

・日本瓦斯 ※１

・東彩ガス ※１

・東日本ガス ※１

・新日本ガス ※１

・北日本ガス ※１

旧一般ガス事業者（6社）

・東北電力
・東京電力エナジーパートナー ※１

・中部電力 ※１

・関西電力 ※１

・四国電力
・九州電力 ※１

電気事業者（6社）

※１越境販売を含め新たに一般家庭へ供給（予定を含む）
※２旧大口ガス事業者 年間ガス供給量 10万㎥以上の

大口需要家へのガスの供給を行う者で、一般ガス事業者、
簡易ガス事業者、ガス導管事業者に該当する者を除いた者

※３旧ガス導管事業者 自らが維持し、及び運用する特定導管
により、卸供給及び大口供給の事業を行う者のうち、一般ガス
事業者や簡易ガス事業者に該当する者を除いた者

その他の事業者（14社）
・日本ファシリティー・ソリューション
・豊富町
・ファミリーネット・ジャパン ※１
・HTBエナジー ※１
・イーレックス ※１
・中央電力 ※１
・CDエナジーダイレクト ※１
・関電エネルギーソリューション
・PinT ※１
・エフビットコミュニケーションズ ※１
・アストマックス・トレーディング ※１
・イーエムアイ ※１
・CSエナジーサービス
・びわ湖ブルーエナジー ※１

（注１）旧一般ガス事業者及び旧簡易ガス事業者の
うち、みなしガス小売事業者は除く。

（注２）事業譲渡の場合は除く。

（注３）下線は第14回電力・ガス基本政策小委員会
（12月19日）以後に登録した事業者
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ガス事業への新規参入状況について

 2017年8月、東京電力EPとニチガスが、共同出資し、新規参入者向けに、都市ガスの調達や販
売に必要な機能・ノウハウなどの事業運営基盤（プラットフォーム）を提供する「東京エナジーアラ
イアンス株式会社」を設立。

これまで、実際に約20社がTEAを活用してガス小売事業に参入。5万件を超える契約を獲得し
ており、さらに他エリアへの進出を検討中。

 2018年4月に中部電力と大阪ガスが共同出資によりCDエナジーダイレクトを設立し、6月から首
都圏における家庭用・ビジネス用の電気・ガス等の販売事業を開始。これまでに電気・ガス合計で
5.6万件を獲得。2018年7月から東急パワーサプライとガスの取次販売を開始し、また、2019年
1月には、「読売KODOMO新聞」と電気をセットで販売する商品「KODOMO新聞でんき」を読売
新聞社と共同開発するなど、異業種との連携がみられる。

 2019年1月、JXTGエネルギーは、 2月1日から東京ガス株式会社の供給エリア（一部除く）を
対象に、家庭向け都市ガス「ENEOS都市ガス」の申込受付を開始することを発表。

 2019年1月、石巻ガスと東北電力は、電力・ガス販売の業務提携に関する基本契約を締結。石
巻ガス供給エリアにおける法人顧客を対象に、共同でガスの販売拡大に向けた営業活動を行うこ
と等を発表。

（出所）各社プレスリリース・HP等より作成


